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報告書抜粋（北九州市による加工） 

◆８つの主体・２４の課題◆ 

（１） 地域住民 

【課題１】地域社会に存在する課題の認識と当事者としての自覚 

地域社会に存在する多種多様な課題の解決に向けては、まずは地域住民一人ひとりがそのよう

な課題の存在を認識するとともに、自身が地域社会を支え、また地域社会から恩恵を受けている

のだという、社会の構成員としての当事者意識を持つことが必要不可欠である。

【課題２】共助の取組による、より良い地域社会の構築 

会社員、医師や弁護士、職人等の専門家、行政職員、専業主婦・主夫、定年退職者、学生とい

った地域を担う様々な人々が、自らの特性や経験等を持ち寄り、それらを有効活用しながら主体

的に相互に支え合う共助の取組によって、より良い地域社会を構築していくことが期待される。

また、その際には、NPO 等や行政、企業などが中心となり、地域住民の地域活動への参画意
識の醸成や活動の場の設定などに努めていかなければならない。

（２） 地縁組織 

【課題３】地縁組織の活動内容等の情報発信 

社会情勢の変化の中で、地縁組織の機能が有効に発揮されるためには、組織自身がその存在や

活動内容を地域住民に積極的に発信し、若者や新規居住者などにも理解や協力、新たな参画を得

られるように取り組むべきであり、また、既述のような様々なノウハウを有する人々の参加・協

働を得ていくことが求められる。

【課題４】地縁組織等の活動の活性化 

地域で活動する他の地縁組織や NPO 等、教育機関などとの連携を図り、情報や人材、施設、
設備といった資源を相互に有効活用し、地域の実情に応じた地縁組織のあり方や存続方法を模索

しながら、各自の活動を活性化させていくことが期待される。その際には、商工会・商工会議所、

商店街連合会、観光協会などの情報発信・中間支援機能を有する団体にも、自身の強みを活かし

た主体的な取組を行うことが求められる。

（３） ＮＰＯ等 

【課題５】ボランティアや寄附の受入状況についての情報発信 

入手できる NPO 法人に関する情報については、その充実度に満足していない人が約３割いる
とともに、そもそも情報を入手していない人が約半数に達しているという状況であり、NPO 等
だけでなく行政なども、より一層、ボランティアや寄附の受入に関する情報発信を積極的に行う

ことが必要である。

【課題６】中間支援組織の人材育成・財務基盤の強化 

中間支援組織に求められる役割は情報発信だけにとどまらず、明確で共感を得られるビジョン

の提示や現実的な事業計画の策定、資金調達手法、多様な主体との連携などに関する、地域や団

体の特性に応じた有効なアドバイスと実践といった、より複雑で専門的なものとなっている。こ
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報告書抜粋（北九州市による加工） 

うした要望に対応可能な、マネジメント能力を有する人材の育成や資金・設備などの確保が喫緊

の課題となっている。

【課題７】地域課題の発掘・共有 

NPO 等は、社会からの期待の声に応えるためにも、自らが中心となって、地域課題の発掘・
共有を行い、その解決のための具体的な中長期の活動ビジョンを示すとともに、活動の継続のた

めの財源確保と自立化に努め、多くの人々の巻き込みを実現させ、新たな社会の仕組みづくりや

地域の活力創出を目指していくことが求められる。

（４） 企業 

【課題８】地域を支える担い手としての企業の役割の高まり 

地域に目を向けると、大企業から中小企業にいたるまで、各々の企業が人口減少や少子高齢化、

過疎化、地域経済の規模縮小、グローバル化への対応といった課題に直面しており、そうした状

況の下で成長・存続していくためには、社会のニーズや人々の期待に応え、地域を支える担い手

としての役割を果たしていくことも求められる。

【課題９】社会貢献活動を通じた企業の持続的発展 

近年では、CSR（企業の社会的責任）※の一環としての社会貢献活動や、自社の事業を通じて
一定の収益を確保しながら、消費者や従業員、株主、地域住民等が求める様々な社会的な課題を

解決していく CSV（共通価値創造）※の取組が注目されている。
※ CSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）とは、企業が社会に与える影
響に責任を持つことをいう。

※ CSV（Creating Shared Value：共通価値創造）とは、企業が事業を営む地域社会の経済条
件や社会状況を改善しながら、自らの競争力を高める方針とその実行をいう。マイケル・ポ

ーターの競争戦略理論の一つ。

【課題 10】企業の社会貢献活動についての積極的な情報発信 

企業側が社会のニーズ把握に努め、NPO 等との日常的なつながりを構築し、自社の人的資源
やインフラ等の活用と他の主体との協働の可能性を検討するとともに、自社の取組について、イ

ンターネットなどを活用して積極的な情報発信を行うことが必要である。

【課題 11】社会貢献活動を通じた従業員の士気向上・ソーシャルブランドの確立 

企業による他の主体との協働に向けた取組により、顧客満足度を高めるだけでなく、人々の企

業への信頼感や共感を生み、従業員の士気向上やソーシャルブランドの確立にも寄与することが

期待される。

（５） ソーシャルビジネス 

※ ソーシャルビジネスとは、ビジネスの手法で地域や社会の課題に取り組む継続的な事業の

ことをいう（政府広報オンラインホームページより）。なお、特に「コミュニティ・ビジネ

ス」とは、市民が主体となって、地域が抱える課題をビジネスの手法により解決し、また
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報告書抜粋（北九州市による加工） 

コミュニティの再生を通じて、その活動の利益を地域に還元するという事業の総称をいう。

（NPO 法人コミュニティビジネスサポートセンターホームページより）

【課題 12】ソーシャルビジネスの経済的な自立 

ソーシャルビジネス事業を展開していく上では、製品やサービス利用者の少なさや、適正な価

格設定の難しさ、ニーズの分散によるコスト削減の難しさなども指摘されている。

ソーシャルビジネスの活動が一層活発になるためには、消費者・利用者への PR などを通じ、
社会的認知度をさらに高めるとともに、自らの創意工夫による事業収入の拡大や幅広い資金調達

により、経済的に自立を目指していくことが必要である。

【課題 13】ソーシャルビジネス事業者の経営ノウハウの向上 

ソーシャルビジネス事業者にとっては、資金調達や経営ノウハウを備えた人材の確保・育成も

大きな課題の一つであり、そのような専門性を持つマネジメント人材の育成が求められる。また、

ソーシャルビジネスの立ち上げを志す比較的若い世代の社会起業家が増加している中、経営管理

や財務、組織マネジメントといった様々なノウハウ等の経営支援も重要であり、社会起業家の育

成が共助社会の取組の活性化につながることが期待される。

【課題 14】地域の中小企業によるソーシャルビジネスへの参入 

地域の中小企業においては、経済状況の改善や地域の活性化は、自社の生産性向上や競争力強

化のための非常に重要な要因となる。地域の成長なしに経営の持続・発展はないという意識のも

と、中小企業によるソーシャルビジネスへの参入や地域課題の解決に向けた取組が求められる。

（６） 地域金融機関 

【課題 15】アドバイザーとして地域金融機関の果たす役割の高まり 

地域金融機関は、預金業務や融資支援といった地域内での資金循環的な役割はもちろん、経営

相談や事業計画策定の際のアドバイザーとしての役割を果たすことが求められている。このため、

一部の信用金庫や信用組合、日本政策金融公庫、労働金庫などが、NPO 法人やコミュニティ財
団・市民ファンド、NPO バンク、行政などと連携し、様々な支援機関とネットワークを構築す
ることで地域課題解決に取り組んだり、新たな融資商品のスキームを構築するといった取組を一

層活発にしていく必要がある。

【課題 16】金融機関、NPO 等との間の情報交換・相互理解の促進 

これは、金融機関、NPO 等双方にとって、互いの情報不足や関係性の未構築などから相互理
解が十分にできていないことが大きな要因であるとともに、金融機関側が、地域と向き合えてい

ないとの意見も聞かれる。

【課題 17】地域金融機関が中心となった地域の連携プラットフォームの構築 

地域における課題や情報の共有・連携プラットフォームの構築に地域金融機関が積極的に関わ

り、資金や情報といった地域金融機関の強みを活かし、地域の様々な主体を結び付けつつ、課題

解決による地域の活性化や発展までも見据え、自らもプレイヤーとして活動に参画していくとと
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報告書抜粋（北九州市による加工） 

もに、そうした地域の発展が組織の存亡にも大きく関わるということへの認識が必要である。

（７） 教育機関 

【課題 18】教育機関による将来の共助社会づくりを担う人材の育成 

人々の社会貢献活動への参画は、幼少時の体験や学校教育の影響によるところが大きいと言わ

れている。教育機関自身が、将来の共助社会づくりを担う人材を育成するという役割をも有して

いる。

【課題 19】学校教育における社会貢献活動の機会の増加 

子どもたちが学校教育の中で、地域に存在する社会課題、寄附やボランティア、起業などにつ

いて学習したり、実体験を積む機会は非常に少ないのが現状である。大多数の大人が社会貢献意

思を持っているにも関わらず、実際の行動に結び付かないのは、そうした知識や経験の不足によ

るところも大きいと考えられる。

【課題 20】地域の拠点としての大学による社会貢献活動の促進 

大学における地域や NPO 等と連携した活動を見ても、教員個人の研究や興味・関心に依存す
るところが大きい。社会に貢献する人材の育成や産学官民連携、地域の生涯学習機会の拠点とい

った大学の機能を果たすためにも、地域の特性・資源を最大限活用していくことが求められる。

（８） 行政 

【課題 21】自主的な取組を通じた課題解決の重要性 

地域住民の自主的な取組や企業、NPO 等による活動は、地域社会において非常に重要な役割
を果たしており、行政も様々な主体と連携・協力し、役割分担を行うことにより、地域の持続的

発展を目指して課題解決に取り組んでいくことが求められる。

【課題 22】行政内部での連携・近隣の自治体間での広域連携の必要性 

共助の取組は、まちづくりや産業振興、雇用、福祉など、様々な分野と関連があるにも関わら

ず、行政内部での連携不足が地域住民の活動参画の際の障害となっていることから、一つの自治

体内ではもちろん、近隣の自治体間での広域連携を進めるべきとの意見も聞かれる。

【課題 23】NPO 等の活動への助成の効果等についての調査の必要性 

NPO 等の活動への助成の効果やその評価、活動の継続状況等に関する調査・把握が不十分で
あったり、政策の連続性を担保すべきといった指摘もなされているのが現状である。

【課題 24】地域の課題解決のコーディネーター役として期待される行政職員 

行政職員自身が自発的に共助の取組に参画しつつ地域課題や地域住民ニーズの発掘・共有を行

い、様々な主体を巻き込みながら、活動の持続と成長を目的とした政策の企画・立案に努めてい

くことが求められる。共助社会のデザインや将来像と、その実現のための役割分担などを、行政

と様々な主体が連携して提示し、コーディネーター役を担っていくことが期待される。
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報告書抜粋（北九州市による加工） 

◆３つの姿・２７の道筋◆

１ つながりの構築 

【道筋１】地域の特性に応じた「共助社会の場」の構築 

共助社会づくりを進め、地域社会の変革を図っていくのは「人」であり、まずは一人ひとりが

持つ力を発揮できる機会や場があることに加え、社会に存在する課題に気付き、その解決に向け

て取り組む人材を育成していくことが基盤とならなければならない。その際には、大都市圏、地

方都市、町村部など、地域それぞれの特性に応じた、多様な主体間のつながりによる「共助社会

の場」の構築が必要であり、NPO 等がその大きな役割を果たしていくことが求められる。

【道筋２】地域社会の課題・魅力の情報発信と議論の場の設定 

NPO 等や行政が中心となって、課題を抱える人々の声を拾い上げ、様々な媒体を用いて広く
社会に発信していく。その上で、課題を抱える人々や社会参画意識を持つ人々・主体が集まり、

自由闊達に議論できる機会を設定し、関係性を構築していく。その際には、地域を離れた学生や

社会人、特段接点の無い人などに対しても、積極的に地域の魅力などについて情報発信を行い、

潜在的な活動参画希望者への動機付けとしていく。

【道筋３】多様な主体による「共助社会の場」の構築と活動範囲の拡充 

個人、行政、NPO 等、企業、地域金融機関、教育機関などといった多様な主体間の有機的な
ネットワークを構築し（「共助社会の場」）、NPO 等や地域金融機関、行政などがこのような主体
と連携しながら地域の特性に応じた共助社会のデザインを描き、その実現に向けた役割分担の下

で、各主体の活動の活発化と相互の成長を実現させていく。

また、地域間連携を図ることにより、共助の活動範囲を拡充していく。

【道筋４】地域の課題解決のまとめ役を担う人材の育成 

地域の課題解決に向けた活動を行う際には、そのまとめ役を担う人材が必要となることから、

行政と教育機関などが連携し、情報発信や資源の有効活用、他の主体との協力といった活動の様々

な局面で地域のリーダーとして即戦力として活躍できる人材の育成プログラムの提供や資格認定

などを行い、ノウハウを地域内外に波及させていく。

【道筋５】セクターを超えた人材交流の活発化 

行政、NPO 等、企業などにとって、組織運営上のノウハウの獲得、専門性の強化、地域課題
の実態・地域住民のニーズ把握、新規事業展開のきっかけづくり、相互理解の促進などの一助と

なるよう、セクターを超えた人材交流をキャリアモデルのひとつとして活発化させるための支援

を行う。

【道筋６】NPO 等の活動を通じた人と人との新しいつながりの構築 

共助社会づくりを進めるにあたっては、特に人と人との新しいつながりを作るという点などに

おいて、NPO 等がその中心的役割を担う存在として期待されている。NPO 等が把握している地
域の実情・課題について積極的に可視化し、人々に理解を促すとともに、課題を抱える人たちと
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その解決に向けた取組に参画する主体とを媒介する役割を強化させ、つながりを拡大していく姿

が望ましい。

行政も、公共施設運営や空き家の活用をはじめ、今後の取組にあたっては、NPO 等との連携・
協働を進めていくことが有効と考えられる。

【道筋７】「顔が見える」参加の仕組みを通じた NPO 等の活動への共感者の増加 

NPO 等が継続的に活動していくためには、寄附・会費や事業収入、融資などによる資金調達
と、ボランティアなどの人的支援が必要不可欠である。資金提供や人材支援を受け身で待つので

はなく、定期的な交流・意見交換の機会の設定など、「顔が見える」参加の仕組みを導入し、将来

ビジョンを発信し、連携・協働が必要と考える主体に対し、NPO 等自身が相互理解を求めてコ
ミュニケーションをとっていくことで、共感者を増やし、活動規模・雇用規模の拡大を目指す。

【道筋８】専門家との連携による効果的なコンサルティングの実施 

近年では、課題の複雑化・多様化により、特に中間支援組織には、相談に対応するための専門

的知識や、ヒト、モノ、カネ、情報などによる総合的支援、多様な選択肢の提示が求められる状

況にある。

他の中間支援組織や企業、商工会・商工会議所、地域金融機関、行政、弁護士、公認会計士、

税理士をはじめとする専門家といった様々な主体と有機的な関係性を構築し、定期的な情報共有

や勉強会の開催などにより、効果的なコンサルティングを行っていく。

【道筋９】女性・高齢者・若年層の参加を通じた NPO 等の活動領域の拡大 

NPO 等は企業などに比べて、比較的柔軟な勤務が可能と考えられることから、従来の就労者
に加えて、出産等で離職した後に再就職を望む女性や短時間勤務を望む高齢者等の就労先として

も適当であり、NPO 等にとっても、こうした方々の経験やノウハウ、人脈などを有効に活用し、
新たな視点を取り入れることで、新規事業創出や顧客開拓、つながりの構築が生まれていく。

加えて、引きこもりやニートといった就労経験に乏しい若者や障害者などの就労訓練の場として

の役割も期待されていることから、NPO 等が地域の女性や高齢者、教育機関といった幅広い層
をターゲットにした情報発信や意見交換の場の設定を行い、彼らの活躍領域の拡大を図っていく。

２ 地域の活性化 

【道筋 10】地域の多様な主体の基盤強化を通じた地域の活性化 

共助社会の実現のためには、その担い手である多様な主体が、個々の強みや保有する資源を有

効活用することが求められるとともに、主体間の連携だけでなく、各主体の基盤強化をも図って

いく必要がある。また、こうした取組が、課題の解決を通じて社会を豊かなものにし、さらに新

たなビジネスや社会のイノベーションを創出するなど、地域の活性化につながることが期待され

る。
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【道筋 11】地域との共存共栄を目指した地域金融機関の活動の活発化 

地域金融機関は、地域の預金を集めて融資をするのみでなく、経営相談や事業計画の策定支援

といった経営支援や、自身が有している幅広いネットワークを活用して、地域課題解決に取り組

む NPO 等と、コミュニティに係る活動を行っている企業とが出会う機会を創出していく。
単なるつなぎ役にとどまるのではなく、地域を担う一員として、地域金融機関自身がニーズの発

掘や提供する商品・サービスの充実などに努め、地域との共存共栄を図っていく。

【道筋 12】地域金融機関による退職者のノウハウを活用する仕組みの構築 

退職者は、現役時代には地域の活動に参画していなかったり、転勤を重ねてきたといった理由

から、地域とのつながりが希薄な場合も少なくないため、地域の実情をよく把握している地域金

融機関が、退職者に対して、そのノウハウなどの活用方法と地域活動への参画手法を提示し、企

業やNPO 等とのマッチングを行っていく。

【道筋 13】企業の本業と社会の課題解決をつなげる取組 

社会貢献活動だけでなく、企業の本質である利潤追求（本業）と社会の課題解決をつなげてい

く取組を行うことで、新規市場の開拓や製品・サービスの付加価値創出を実現し、社会変革が図

られることが期待される。

【道筋 14】ソーシャルビジネスの自立と発展に向けた取組 

ソーシャルビジネスの成長促進のためには、行政や金融機関等による支援に加えて、ソーシャ

ルビジネス事業者自らが、社会からの理解・共感を得て、持続可能なビジネスモデルを構築し、

自立を図っていくことが必要である。

特に、社会のニーズ発掘や資金調達などの際には、専門的なノウハウが必要になるとともに、

他の企業や NPO 等、行政など、多くの主体との連携・協力が求められることから、ソーシャル
ビジネス事業者同士のつながりを密にし、人的資源やインフラ等を相互に有効活用することなど

も検討していく。

【道筋 15】地域の中小企業のソーシャル化の推進 

地域住民の支持・共感を得て、存在価値を高めていくといった中小企業のソーシャル化により、

地域がより良いものとなり、経営の持続・発展につながるといった好循環が実現した姿が望まし

い。

【道筋 16】防災訓練等を契機とした「近助（近所）」の関係性の復活 

防災訓練などをきっかけとして、「近助（近所）」の関係性を復活させ、地域住民同士の交流・

コミュニケーションの場を設定し、ネットワークを構築していく。

【道筋 17】学校の教育課程における社会貢献活動の促進 

学校教育の課程の中で、児童・生徒が、幼少時から地域に存在する社会課題や寄附、ボランテ

ィアなどについて学習したり、個人の価値観に基づいて自ら考え、課題解決に取り組む機会を設

けていく。
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【道筋 18】大学による企業・NPO 等、行政と連携した専門家の育成・認定 

複数の大学による協働事業として、企業や NPO 等、行政などと連携しながら、課題解決に必
要な資源発掘とマッチング、活動プログラムの作成、適切な情報発信、社会への提言などまでを

行えるような専門家を育成・認定し、地域に輩出していくような取組を推進していく。

３ 参加の促進 

【道筋 19】企業の社会貢献事業とプロボノ活動との有機的な連携 

専門的知識をもつ人材が不足している NPO 等にとっては、プロボノによる支援は有効なサポ
ートになっている。企業にとっては、社会貢献事業への助成といった従来からのプログラムと社

員によるプロボノ活動を組み合わせることにより、両者を有機的に連携させて、相乗効果を生み

出していくことが可能となる。

【道筋 20】ボランティア活動に参加しやすい環境の整備 

NPO 等や行政が中心となり、インターネットや SNS、情報誌など様々な媒体を用いて、ボラ
ンティアの募集状況などに関する情報提供を行うとともに、活動参加者と受入先とをマッチング

させ、さらに新たな課題発掘や活動機会創出に結び付け、発信していくといったコーディネート

機能を強化していく。

【道筋 21】ボランティア活動の「見える化」 

ボランティア活動については、その効果が見えにくいという声もあることから、ボランティア

を受け入れる側が、活動内容や課題解決の状況、参加者自身の満足度といった実態把握と事業検

証を行い、社会に発信していく。

【道筋 22】寄附の成功体験を通じた地域での資金循環の実現 

児童・生徒が募金活動を行う際は、教育機関が一義的に寄附先を決めるのではなく、児童・生徒

の自発性や多様性を活かし、自ら考えて社会課題の解決に取り組む寄附先を選択するとともに、

募金者の思いや寄附の成果を感じ、また感謝されるといった、寄附の「成功体験」を得られるよ

うなものとしていく。

また、活動現場が見える地域の団体に寄附を行い、その成果を寄附者が身近に実感できるよう

な、地域で寄附を回す仕組みをつくっていく。その際には、行政などが中心となり、地域で活動

する NPO 等の存在を広く地域住民に紹介するとともに、寄附に支えられた活動とその成果、寄
附集めの手法、感謝の声といったものについて、シンポジウムの開催などを通じ発信していく。 

さらに、自治体主催のチャリティマラソンなど、様々なイベントを寄附と結び付けて開催した

り、寄附月間のような理解促進と普及啓発に向けた取組を通じて、地域住民にとって寄附を一層

身近なものとしていく。

【道筋 23】ファンドレイザーの育成等による資金調達能力の向上と基盤強化 

中間支援組織を中心として、寄附も含めた資金調達の専門的人材（ファンドレイザー）を数多く

育成するとともに、彼らが講師役になるなどして、多くの NPO 等の職員にそのノウハウを習得
させていくことにより、各団体における資金調達力の向上と基盤強化を図っていく。
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【道筋 24】広く地域社会で認知されたコミュニティ財団・市民ファンドの存在 

コミュニティ財団や市民ファンドは創設間もなかったり、組織基盤が脆弱なところもあること

などから、地域住民にその存在が広く認知されていないとの指摘もあり、まずは NPO 等や行政
などと連携しながら、その仕組みや特徴について情報発信に努めていく。

【道筋 25】コミュニティ財団・市民ファンド間の連携と機能強化 

コミュニティ財団や市民ファンドは、地域の資金を受け取り、それを地域に提供していくとい

う活動の中で、多様な機能や役割を担うことが期待される。

その際には、資金調達や助成などにおける専門的ノウハウを有する人材の育成や、専門家との

協力の上で、適切な組織運営上のガバナンスや情報公開などに努め、地域社会から信任を得てい

くことが不可欠である。同時に、全国各地のコミュニティ財団や市民ファンドが連携を深め、情

報交換や相互支援を通じて、組織の機能強化を図っていく。

【道筋 26】社会的投資の促進による地域での資金循環の活発化 

地域においては、社会課題の解決と経済成長の双方の実現が求められている。現行の地域金融

機関やコミュニティ財団などによる NPO 等への融資や寄附の取組が一層普及し、地域の資金が
社会課題解決に向けた活動に供給されるような社会的投資が促進され、地域での資金循環が活発

化する姿が望ましい。

【道筋 27】社会的投資拡大に向けた様々な取組の検討 

NPO 等の活動によってもたらされる社会的価値を金銭価値として定量的に示す SROI※に代
表されるような、社会的インパクト評価の導入や、ソーシャル・インパクト・ボンド 21※の実現、
休眠預金の活用、社会課題解決に取り組む主体に対する公共調達時のインセンティブの付与など

について検討していく。

※SROI（Social Return on Investment：社会的投資収益率）とは、社会的活動を行う組織体
で用いられる成果及び業績を数量化し測定する手法の一つ。

※ソーシャル・インパクト・ボンド 21とは、民間投資家からの出資を元に従来行政が担ってき
た社会政策を実施する制度。
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